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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

 
平成26年度第３四半期

連結累計期間

平成27年度第３四半期

連結累計期間
平成26年度

 
(自　平成26年４月１日

至　平成26年12月31日)

(自　平成27年４月１日

至　平成27年12月31日)

(自　平成26年４月１日

至　平成27年３月31日)

経常収益 百万円 117,898 120,612 156,118

　うち信託報酬 百万円 25 25 26

経常利益 百万円 34,989 36,060 45,730

親会社株主に帰属する

四半期純利益
百万円 24,246 24,535 ――

親会社株主に帰属する当期純利益 百万円 ―― ―― 28,680

四半期包括利益 百万円 74,210 14,527 ――

包括利益 百万円 ―― ―― 105,710

純資産額 百万円 570,593 608,065 601,840

総資産額 百万円 9,021,672 9,182,730 9,065,458

１株当たり四半期純利益金額 円 33.32 33.94 ――

１株当たり当期純利益金額 円 ―― ―― 39.48

潜在株式調整後

１株当たり四半期純利益金額
円 33.31 33.93 ――

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益金額
円 ―― ―― 39.46

自己資本比率 ％ 6.3 6.6 6.6

信託財産額 百万円 2,546 2,469 2,540
 

 
　 平成26年度第３四半期

連結会計期間

平成27年度第３四半期

連結会計期間

（自　平成26年10月１日

   至　平成26年12月31日）

（自　平成27年10月１日

   至　平成27年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 円 12.53 11.05
 

(注)１　当行及び連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

２　第３四半期連結累計期間に係る１株当たり情報の算定上の基礎は、「第４　経理の状況」中、「１　四半期連結財務諸表」の「１株

当たり情報」に記載しております。

３ 自己資本比率は、（(四半期)期末純資産の部合計－(四半期)期末新株予約権－(四半期)期末非支配株主持分）を(四半期)期末資産の

部の合計で除して算出しております。

４ 「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結累計期間より、「四半期

（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としております。

　

２ 【事業の内容】
当第３四半期連結累計期間において、当行及び当行の関係会社が営む事業の内容については、重要な変更はありません。また、主要な

関係会社についても、異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】
当第３四半期連結累計期間において、当行及び連結子会社の「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

　
２ 【経営上の重要な契約等】

当行と株式会社足利ホールディングスの株式交換による経営統合に関する基本合意について

　

当行は、平成27年11月２日開催の取締役会において、株式会社足利ホールディングス（以下、「足利ホールディングス」といい、当行

と足利ホールディングスを併せ、以下、「両社」といいます。）との間で株式交換（以下、「本株式交換」といいます。）の方法による経

営統合（以下、「本経営統合」といいます。）の実現を目指すことについて基本合意することを決議し、両社の間で基本合意書（以下、

「本基本合意書」といいます。）を締結いたしました。その内容につきましては、以下のとおりであります。

 
（１） 本経営統合検討の経緯と目的

① 背景・経緯

当行と足利ホールディングスの子会社株式会社足利銀行（頭取　松下正直、以下、「足利銀行」といいます。当行と足利銀行を併

せ、以下、「両行」といいます。）は、茨城県、栃木県を中心とする北関東地域において、それぞれが、確固たる営業地盤を有する地

域のリーディングバンクとして、円滑な金融機能を提供しております。

両行の主要営業地盤である北関東地域は、首都圏に近接する地理的条件に加え、北関東自動車道や首都圏中央連絡自動車道、新幹線

やつくばエクスプレス、茨城港や茨城空港などの交通インフラの整備を背景に、全国でも有数の企業立地地域として高いポテンシャル

を有しています。一方、地域金融機関を取り巻く経営環境は、総人口減少、少子高齢化の進行といった社会構造変化による地方経済の

縮小が懸念される中、資金余剰を背景とした金融機関同士の熾烈な競争も続いています。また、経済のグローバル化や、IT分野をはじ

めとする技術革新は、産業・社会構造に大きな変化を与えており、異業種からの金融分野への進出が活発化し新たな金融競争環境を生

み出すと同時に、金融サービスの広がりによる成長機会の創出にもつながっています。

このような取り巻く経営環境の構造変化を見据えつつ、地域金融機関として地域の創生にこれまで以上に貢献し、お客さま、地域と

ともに成長し続けていくには、両社が共通の理念のもと、能動的に協創力を発揮し、豊かさの創造を実現していくことが有効かつ有益

と認識するにいたりました。

こうした共通認識のもと、地域に根付いた双方のブランドネームをもとに協働し、統合による営業基盤の拡大と経営基盤の充実をは

かりつつ、経営資源やノウハウを相互活用して相乗効果を発揮していくことにより、単独ではなしえないスピードと高い質で、お客さ

ま、地域、株主の皆さまの期待に応えることを企図し、本経営統合の実現を目指すことを基本合意するにいたりました。

② 本経営統合の目的および理念、相乗効果

新たに誕生する新金融グループは、両行が長年にわたり築いてきたお客さまとのリレーション、地域への深い理解を維持・深化させ

ながら、経営統合により形成される広域ネットワーク等を活かし、総合金融サービスの進化と業務効率化を実現してまいります。

これにより、地域のリーディングバンク同士の融合でしかなしえない、より利便性が高く、質の高い総合金融サービスを提供いたし

ます。

また、地域振興・創生のけん引役としての持続的成長と株主・市場の期待に応える企業価値の向上を図るとともに、役職員の活躍機

会の拡大と職務への誇り・喜びを高めるなど、各ステークホルダーから高い評価が得られるグループを目指してまいります。

さらに、こうした目指す姿を共有できる他の地域金融機関にも開かれた金融グループとしてまいります。

（２） 経営統合の形態

本経営統合は持株会社方式によるものとし、早期の経営統合を図る観点から、既に持株会社体制となっている足利ホールディングス

を新しい金融グループの持株会社として活用する予定です。

具体的には、両社の株主総会において本経営統合に必要な事項の承認が得られること、および本経営統合を行うにあたり必要となる

関係当局の許可等が得られることを前提として、平成28年10月１日を目処に、足利ホールディングスの商号を変更したうえで（具体的

な商号は本経営統合に関する最終契約（以下、「本件最終契約」といいます。）において定める予定です。以下、商号変更後の持株会

社を「統合持株会社」といいます。）、当行が統合持株会社と株式交換を行い、経営統合を行う予定です。

なお、本経営統合の形態については、今後両社で継続的な協議・検討の上、変更する可能性があります。

（３） 統合持株会社の概要

商号 両社間で協議の上、本件最終契約において定める予定です。

本店の所在地
本店所在地は両社間で協議の上、本件最終契約において定める予定です。なお、子会社とな

る当行および足利銀行の本店所在地は変わりません。

代表者の氏名 未定

資本金の額 未定

純資産の額 未定

総資産の額 未定

事業の内容
銀行持株会社（銀行、その他銀行法により子会社とすることのできる会社の経営管理および

それらに付帯する業務）
 

（４） 株式交換の条件等

① 株式交換比率（予定）

当行の普通株式１株に対して統合持株会社の普通株式1.170 株を割当て交付いたします。

なお、上記株式交換比率は、算定の基礎となる諸条件に重大な変更が生じもしくは判明した場合には、両社で協議の上、変更するこ

とがあります。

② 株式交換に伴う新株予約権および新株予約権付社債に関する取扱い（予定）

株式交換に際し、当行が発行している各新株予約権（新株予約権付社債に付された新株予約権を含みます。）については、当該新株

予約権の内容および株式交換比率を踏まえ、基準時における各新株予約権者に対し、その所有する各新株予約権に代わる統合持株会社

の新株予約権を割当て交付する予定であり、その詳細は、本件最終契約締結までに決定いたします。

また、統合持株会社は当行が発行している新株予約権付社債に係る債務を承継する予定です。

（５） 株式交換比率の算定根拠等

株式交換比率の算定にあたって、株式交換比率の公正性を担保するため、当行は、当行の第三者算定機関として三菱UFJモルガン・ス

タンレー証券株式会社（以下、「三菱UFJモルガン・スタンレー証券」といいます。）を選定し、また、足利ホールディングスは、足利

ホールディングスの第三者算定機関としてプライスウォーターハウスクーパース株式会社（以下、「PwC」といいます。）を選定いたし

ました。

三菱UFJモルガン・スタンレー証券は、当行および足利ホールディングスの両社について、両社の株式が金融商品取引所に上場してお

り市場株価が存在することから、市場株価分析を、また、比較可能な上場類似企業が複数存在し、類似企業比較分析による株式価値の
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類推が可能であることから類似企業比較分析を、加えて将来の事業活動の状況を評価に反映するため、配当割引モデル分析による算定

を行いました。

PwCは、当行および足利ホールディングスの両社について、両社の株式が東京証券取引所市場第一部に上場しており市場株価が存在す

ることから、市場株価基準法による分析を行うとともに、両社とも比較可能な上場類似会社が複数存在し、類似会社比較による株式価

値の類推が可能であることから類似会社比準法による算定を行いました。さらに、将来の事業活動の状況を評価に反映するため、一定

の資本構成を維持するために必要な内部留保等を考慮した後の株主に帰属する利益を資本コストで現在価値に割り引くことで株式価値

を分析する手法で、金融機関の評価に広く利用される配当割引モデル法による算定を行いました。

さらに、当行は、第三者算定機関である三菱UFJモルガン・スタンレー証券から意見書（フェアネス・オピニオン）を受領しました。

以上のような第三者算定機関による算定・分析結果を参考に、両社それぞれが相手方に対して実施したデュー・ディリジェンスの結

果等を踏まえ、両社は、両社の財務の状況、資産の状況、将来の見通し等の要因を総合的に勘案し、両社間で株式交換比率について慎

重に交渉・協議を重ねた結果、上記(4)①に記載した株式交換比率が妥当であるという判断に至り、本経営統合における株式交換比率を

決定し、合意いたしました。

（６） 今後のスケジュール

平成28年４月（予定） 両社の取締役会決議

 本経営統合に関する本件最終契約締結

平成28年６月（予定） 両社定時株主総会開催

平成28年９月28日（予定） 当行の上場廃止日

平成28年10月１日（予定） 本株式交換効力発生日
 

（７） 足利ホールディングスの概要（平成27年９月末時点）

所在地 栃木県宇都宮市桜四丁目１番25号

代表者 代表執行役社長　松下 正直

事業内容 銀行持株会社

資本金 117,495百万円

設立年月日 平成20年４月１日

発行済株式数 333,250千株

決算期 ３月31日

総資産（連結） 5,854,033百万円

純資産（連結） 287,331百万円

預金残高（単体） （足利銀行単体）50,581億円

貸出金残高（単体） （足利銀行単体）42,045億円

従業員数（連結） 2,956人

店舗数（出張所含む） （子会社 足利銀行の店舗数）153か店
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３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
　

業績の状況

当第３四半期連結累計期間（平成27年４月１日～平成27年12月31日）における経常収益は、有価証券利息配当金（資金運用収益）や株式等

売却益（その他経常収益）の増加等により、前年同期比27億円増加し1,206億円となりました。

　経常費用は、営業経費が減少したものの、貸倒引当金繰入額等の与信関係費用（その他経常費用）や株式等売却損（その他経常費用）の増

加等により、前年同期比16億円増加し845億円となりました。

　以上により、経常利益は、前年同期比10億円増加し360億円となりました。親会社株主に帰属する四半期純利益は、前年同期比２億円増加

し245億円となりました。

セグメント情報では、銀行業務の経常収益が前年同期比11億円増加し1,024億円となり、セグメント利益（経常利益）は前年同期比15億円

増加し327億円となりました。リース業務の経常収益は前年同期比11億円増加し148億円となり、セグメント利益（経常利益）は前年同期比１

億円減少し５億円となりました。その他の経常収益は前年同期比２億円増加し86億円となり、セグメント利益（経常利益）は前年同期比２億

円減少し24億円となりました。

当第３四半期連結会計期間末（平成27年12月末）の総資産は、現金預け金が減少したものの、貸出金や有価証券の増加等により、前連結会

計年度末比1,172億円増加し９兆1,827億円となりました。

　負債は、借用金が減少したものの、預金や譲渡性預金の増加等により、前連結会計年度末比1,110億円増加し８兆5,746億円となりました。

　純資産は、その他有価証券評価差額金が減少したものの、利益剰余金の増加等により、前連結会計年度末比62億円増加し6,080億円となり

ました。

　

国内・国際業務部門別収支

資金運用収支については、国内業務部門で637億69百万円、国際業務部門で46億49百万円、全体では684億33百万円となりました。

また、役務取引等収支については、国内業務部門で178億22百万円、国際業務部門で44百万円、全体では155億94百万円となりました。

 

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 相殺消去額 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

資金運用収支
前第３四半期連結累計期間 65,159 4,224 19 69,403

当第３四半期連結累計期間 63,769 4,649 14 68,433

　うち資金運用収益
前第３四半期連結累計期間 68,538 4,991 △329 73,201

当第３四半期連結累計期間 67,210 6,494 △346 73,358

　うち資金調達費用
前第３四半期連結累計期間 3,378 767 △348 3,797

当第３四半期連結累計期間 3,441 1,845 △361 4,925

信託報酬
前第３四半期連結累計期間 25 ― ― 25

当第３四半期連結累計期間 25 ― ― 25

役務取引等収支
前第３四半期連結累計期間 16,126 117 △2,365 13,878

当第３四半期連結累計期間 17,822 44 △2,272 15,594

　うち役務取引等収益
前第３四半期連結累計期間 22,425 192 △3,151 19,466

当第３四半期連結累計期間 22,933 162 △3,051 20,044

　うち役務取引等費用
前第３四半期連結累計期間 6,298 75 △786 5,588

当第３四半期連結累計期間 5,110 118 △778 4,450

特定取引収支
前第３四半期連結累計期間 408 846 △1 1,253

当第３四半期連結累計期間 606 1,104 △0 1,710

　うち特定取引収益
前第３四半期連結累計期間 408 846 △1 1,253

当第３四半期連結累計期間 606 1,104 △0 1,710

　うち特定取引費用
前第３四半期連結累計期間 ― ― ― ―

当第３四半期連結累計期間 ― ― ― ―

その他業務収支
前第３四半期連結累計期間 2,387 954 ― 3,341

当第３四半期連結累計期間 1,914 1,032 0 2,946

　うちその他業務収益
前第３四半期連結累計期間 2,611 1,118 ― 3,729

当第３四半期連結累計期間 2,007 1,821 ― 3,828

　うちその他業務費用
前第３四半期連結累計期間 223 164 ― 388

当第３四半期連結累計期間 92 788 △0 881
 

(注)１　「国内業務部門」は、当行の国内店及び国内に本店を有する(連結)子会社(以下、「国内(連結)子会社」という。)の円建取引であり

ます。また、「国際業務部門」は当行の国内店及び国内(連結)子会社の外貨建取引であります。ただし、円建対非居住者取引、特別

国際金融取引勘定分等は国際業務部門に含めております。

２　相殺消去額は、連結会社間の相殺消去額及び国内業務部門と国際業務部門の間の資金貸借利息を計上しております。
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国内・国際業務部門別役務取引の状況

役務取引等収益は、国内業務部門が229億33百万円、国際業務部門が１億62百万円となり、合計で200億44百万円となりました。

一方、役務取引等費用は、国内業務部門が51億10百万円、国際業務部門が１億18百万円となり、合計で44億50百万円となりました。

 

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 相殺消去額 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

役務取引等収益
前第３四半期連結累計期間 22,425 192 △3,151 19,466

当第３四半期連結累計期間 22,933 162 △3,051 20,044

　うち預金・貸出業務
前第３四半期連結累計期間 4,578 ― △8 4,569

当第３四半期連結累計期間 4,680 ― △10 4,669

　うち為替業務
前第３四半期連結累計期間 4,630 102 △21 4,712

当第３四半期連結累計期間 4,630 106 △23 4,713

　うち信託関連業務
前第３四半期連結累計期間 ― ― ― ―

当第３四半期連結累計期間 ― ― ― ―

　うち証券関連業務
前第３四半期連結累計期間 4,120 61 △167 4,013

当第３四半期連結累計期間 3,951 12 △173 3,790

　うち代理業務
前第３四半期連結累計期間 1,980 ― △0 1,980

当第３四半期連結累計期間 2,389 ― △0 2,389

　うち保護預り・

　貸金庫業務

前第３四半期連結累計期間 291 ― △0 291

当第３四半期連結累計期間 285 ― △0 285

　うち保証業務
前第３四半期連結累計期間 2,338 18 △772 1,584

当第３四半期連結累計期間 2,386 18 △733 1,671

役務取引等費用
前第３四半期連結累計期間 6,298 75 △786 5,588

当第３四半期連結累計期間 5,110 118 △778 4,450

　うち為替業務
前第３四半期連結累計期間 965 17 ― 983

当第３四半期連結累計期間 972 18 ― 991
 

(注)１　「国内業務部門」は、当行の国内店及び国内（連結）子会社の円建取引であります。「国際業務部門」は当行の国内店及び国内（連

結）子会社の外貨建取引であります。ただし、円建対非居住者取引、特別国際金融取引勘定分等は国際業務部門に含めております。

２　相殺消去額は、連結会社間の相殺消去額を計上しております。

　
国内・国際業務部門特定取引の状況

特定取引収益は、国内業務部門で商品有価証券収益に85百万円、特定金融派生商品収益に５億21百万円、国際業務部門で商品有価証券収益に

11億４百万円計上いたしました。

特定取引費用は、計上しておりません。

　

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 相殺消去額 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

特定取引収益
前第３四半期連結累計期間 408 846 △1 1,253

当第３四半期連結累計期間 606 1,104 △0 1,710

　うち商品有価証券

　収益

前第３四半期連結累計期間 174 847  △1 1,020

当第３四半期連結累計期間 85 1,104 △0 1,189

　うち特定取引

　有価証券収益

前第３四半期連結累計期間 ― ― ― ―

当第３四半期連結累計期間 ― ― ― ―

　うち特定金融

　派生商品収益

前第３四半期連結累計期間 234 △ 1 ― 233

当第３四半期連結累計期間 521 ― ― 521

　うちその他の

　特定取引収益

前第３四半期連結累計期間 ― ― ― ―

当第３四半期連結累計期間 ― ― ― ―

特定取引費用
前第３四半期連結累計期間 ― ― ― ―

当第３四半期連結累計期間 ― ― ― ―

　うち商品有価証券

　費用

前第３四半期連結累計期間 ― ― ― ―

当第３四半期連結累計期間 ― ― ― ―

　うち特定取引

　有価証券費用

前第３四半期連結累計期間 ― ― ― ―

当第３四半期連結累計期間 ― ― ― ―

　うち特定金融

　派生商品費用

前第３四半期連結累計期間 ― ― ― ―

当第３四半期連結累計期間 ― ― ― ―

　うちその他の

　特定取引費用

前第３四半期連結累計期間 ― ― ― ―

当第３四半期連結累計期間 ― ― ― ―
 

(注)１　「国内業務部門」は、当行の国内店及び国内（連結）子会社の円建取引であります。「国際業務部門」は当行の国内店及び国内（連

結）子会社の外貨建取引であります。ただし、円建対非居住者取引、特別国際金融取引勘定分等は国際業務部門に含めております。

２　相殺消去額は、連結会社間の相殺消去額を計上しております。
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国内・国際業務部門別預金残高の状況

○　預金の種類別残高(末残)

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 相殺消去額 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

預金合計
前第３四半期連結会計期間 7,617,878 52,252 △11,537 7,658,593

当第３四半期連結会計期間 7,828,937 91,258 △12,960 7,907,235

　うち流動性預金
前第３四半期連結会計期間 4,785,495 ― △8,155 4,777,340

当第３四半期連結会計期間 5,034,653 ― △9,319 5,025,334

　うち定期性預金
前第３四半期連結会計期間 2,789,742 ― △3,310 2,786,432

当第３四半期連結会計期間 2,769,203 ― △3,310 2,765,893

　うちその他
前第３四半期連結会計期間 42,640 52,252 △72 94,820

当第３四半期連結会計期間 25,079 91,258 △330 116,006

譲渡性預金
前第３四半期連結会計期間 30,550 ― △5,900 24,650

当第３四半期連結会計期間 100,758 ― △16,900 83,858

総合計
前第３四半期連結会計期間 7,648,428 52,252 △17,437 7,683,243

当第３四半期連結会計期間 7,929,695 91,258 △29,860 7,991,093
 

(注)１　「国内業務部門」は、当行の国内店及び国内（連結）子会社の円建取引であります。「国際業務部門」は当行の国内店の外貨建取引

であります。ただし、円建対非居住者取引、特別国際金融取引勘定分等は国際業務部門に含めております。

２　流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金

３　定期性預金＝定期預金

４　相殺消去額は、連結会社間の相殺消去額を計上しております。

　

国内・国際業務部門別貸出金残高の状況

○　業種別貸出状況(末残・構成比)

業種別
前第３四半期連結会計期間 当第３四半期連結会計期間

金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 構成比(％)

国内(除く特別国際金融取引勘定分) 5,600,942 100.00 5,828,304 100.00

　製造業 786,110 14.04 759,566 13.03

　農業，林業 15,582 0.28 15,901 0.27

　漁業 5,199 0.09 3,343 0.06

　鉱業，採石業，砂利採取業 18,221 0.33 9,112 0.16

　建設業 157,024 2.80 165,615 2.84

　電気・ガス・熱供給・水道業 51,786 0.92 59,268 1.02

　情報通信業 40,827 0.73 39,541 0.68

　運輸業，郵便業 159,332 2.84 152,599 2.62

　卸売業，小売業 615,263 10.98 615,306 10.56

　金融業，保険業 189,748 3.39 218,191 3.74

　不動産業，物品賃貸業 954,349 17.04 1,054,699 18.09

　医療，福祉等サービス業 386,750 6.91 397,882 6.83

　地方公共団体 809,788 14.46 798,955 13.71

　その他 1,410,955 25.19 1,538,319 26.39

特別国際金融取引勘定分 ― ― ― ―

　政府等 ― ― ― ―

　金融機関 ― ― ― ―

　その他 ― ― ― ―

合計 5,600,942 ― 5,828,304 ―
 

(注)　「国内」とは、当行及び国内(連結)子会社であります。
　

「金融機関の信託業務の兼営等に関する法律」に基づく信託業務の状況

連結会社のうち、「金融機関の信託業務の兼営等に関する法律」に基づき信託業務を営む会社は、提出会社１社です。
　

信託財産の運用／受入状況(信託財産残高表)

資産

科目

前連結会計年度

(平成27年３月31日)

当第３四半期連結会計期間

(平成27年12月31日)

金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 構成比(％)

信託受益権 68 2.71 62 2.53

有形固定資産 2,186 86.07 2,109 85.46

無形固定資産 142 5.61 142 5.77

その他債権 13 0.55 4 0.20

銀行勘定貸 13 0.53 2 0.09

現金預け金 115 4.53 147 5.95

合計 2,540 100.00 2,469 100.00
 

　

負債

科目

前連結会計年度

(平成27年３月31日)

当第３四半期連結会計期間

(平成27年12月31日)

金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 構成比(％)

金銭信託 31 1.25 30 1.23

包括信託 2,508 98.75 2,438 98.77

合計 2,540 100.00 2,469 100.00
 

(注)  元本補てん契約のある信託については、前連結会計年度及び当第３四半期連結会計期間の取扱残高はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】
(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 2,167,515,000

計 2,167,515,000
 

　

② 【発行済株式】

種類

第３四半期会計期間

末現在発行数(株)

(平成27年12月31日)

提出日現在

発行数(株)

(平成28年２月８日)

上場金融商品取引所

名又は登録認可金融

商品取引業協会名

内容

普通株式 766,231,875 同左
東京証券取引所

(市場第一部)

株主としての権利内容に制限のな

い、標準となる株式。

単元株式数は1,000株であります。

計 766,231,875 同左 ― ―
 

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。
　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。
　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日

発行済株式

総数増減数

(千株)

発行済株式

総数残高

(千株)

資本金増減額

(百万円)

資本金残高

(百万円)

資本準備金

増減額

(百万円)

資本準備金

残高

(百万円)

平成27年10月１日～

平成27年12月31日
― 766,231 ― 85,113 ― 58,574

 

　

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

　
(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載できないことから、

直前の基準日（平成27年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。
 

① 【発行済株式】 平成27年12月31日現在
 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)

普通株式

43,354,000

―
株主としての権利内容に制限のない、

標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式

719,208,000
719,208 同上

単元未満株式
普通株式

3,669,875
― 同上

発行済株式総数 766,231,875 ― ―

総株主の議決権 ― 719,208 ―
 

(注)１　上記の「完全議決権株式(その他)」及び「単元未満株式」の欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が、それぞれ2,000株及び

800株含まれております。また、「議決権の数」の欄に、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数が２個含まれております。

２　「単元未満株式」の欄には、当行所有の自己株式476株が含まれております。
　

② 【自己株式等】 平成27年12月31日現在
 

所有者の氏名

又は名称
所有者の住所

自己名義

所有株式数

(株)

他人名義

所有株式数

(株)

所有株式数の

合計(株)

発行済株式総数に対する

所有株式数の割合(％)

(自己保有株式)

株式会社常陽銀行
水戸市南町２丁目５番５号 43,354,000 ― 43,354,000 5.65

計 ― 43,354,000 ― 43,354,000 5.65
 

　

２ 【役員の状況】
前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

　

１．当行の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第64号）に基づいて作

成しておりますが、資産及び負債の分類並びに収益及び費用の分類は、「銀行法施行規則」（昭和57年大蔵省令第10号）に準拠しておりま

す。

　

２．当行は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（自平成27年10月１日　至平成27年12月31日）及び第

３四半期連結累計期間（自平成27年４月１日　至平成27年12月31日）に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人の四半期

レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

　
(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成27年12月31日)

資産の部   

 現金預け金 496,348 329,937

 コールローン及び買入手形 14,356 5,615

 買入金銭債権 12,509 10,787

 特定取引資産 4,999 5,744

 有価証券 ※3  2,742,510 ※3  2,807,131

 貸出金 ※1,※2  5,618,019 ※1,※2  5,828,304

 外国為替 3,296 2,640

 リース債権及びリース投資資産 38,571 40,342

 その他資産 52,719 69,697

 有形固定資産 94,961 94,023

 無形固定資産 10,570 9,921

 退職給付に係る資産 1,438 2,702

 繰延税金資産 1,966 2,144

 支払承諾見返 14,961 16,092

 貸倒引当金 △41,765 △42,344

 投資損失引当金 △9 △9

 資産の部合計 9,065,458 9,182,730

負債の部   

 預金 7,715,598 7,907,235

 譲渡性預金 10,045 83,858

 コールマネー及び売渡手形 44,324 50,401

 債券貸借取引受入担保金 143,395 133,723

 特定取引負債 160 354

 借用金 345,388 186,806

 外国為替 551 683

 社債 15,000 15,000

 新株予約権付社債 36,051 36,159

 信託勘定借 13 2

 その他負債 66,084 77,227

 役員賞与引当金 62 －

 退職給付に係る負債 7,997 7,890

 役員退職慰労引当金 39 34

 睡眠預金払戻損失引当金 2,164 2,075

 ポイント引当金 138 167

 利息返還損失引当金 7 7

 偶発損失引当金 1,169 1,153

 特別法上の引当金 2 2

 繰延税金負債 48,507 44,056

 再評価に係る繰延税金負債 10,136 10,034

 負ののれん 1,817 1,698

 支払承諾 14,961 16,092

 負債の部合計 8,463,618 8,574,664
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成27年12月31日)

純資産の部   

 資本金 85,113 85,113

 資本剰余金 58,574 58,574

 利益剰余金 311,093 327,503

 自己株式 △21,619 △21,570

 株主資本合計 433,160 449,620

 その他有価証券評価差額金 159,909 150,153

 繰延ヘッジ損益 △1,725 △2,535

 土地再評価差額金 12,666 12,466

 退職給付に係る調整累計額 △3,756 △3,279

 その他の包括利益累計額合計 167,094 156,804

 新株予約権 147 121

 非支配株主持分 1,437 1,518

 純資産の部合計 601,840 608,065

負債及び純資産の部合計 9,065,458 9,182,730
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

 
【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年12月31日)

経常収益 117,898 120,612

 資金運用収益 73,201 73,358

  （うち貸出金利息） 51,002 49,782

  （うち有価証券利息配当金） 21,621 23,033

 信託報酬 25 25

 役務取引等収益 19,466 20,044

 特定取引収益 1,253 1,710

 その他業務収益 3,729 3,828

 その他経常収益 ※1  20,221 ※1  21,645

経常費用 82,909 84,552

 資金調達費用 3,797 4,925

  （うち預金利息） 1,840 2,030

 役務取引等費用 5,588 4,450

 その他業務費用 388 881

 営業経費 55,183 53,319

 その他経常費用 ※2  17,952 ※2  20,976

経常利益 34,989 36,060

特別利益 1,443 86

 固定資産処分益 107 86

 負ののれん発生益 1,335 －

特別損失 789 476

 固定資産処分損 367 292

 減損損失 421 183

 金融商品取引責任準備金繰入額 0 －

税金等調整前四半期純利益 35,644 35,669

法人税、住民税及び事業税 10,138 11,194

法人税等調整額 1,049 △145

法人税等合計 11,188 11,049

四半期純利益 24,455 24,620

非支配株主に帰属する四半期純利益 209 84

親会社株主に帰属する四半期純利益 24,246 24,535
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年12月31日)

四半期純利益 24,455 24,620

その他の包括利益 49,755 △10,092

 その他有価証券評価差額金 49,263 △9,758

 繰延ヘッジ損益 △233 △810

 退職給付に係る調整額 725 476

四半期包括利益 74,210 14,527

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 73,974 14,444

 非支配株主に係る四半期包括利益 235 82
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【注記事項】

（会計方針の変更）

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下、「企業結合会計基準」という。）、「連結財務諸表

に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日。以下、「連結会計基準」という。）及び「事業分離等に関する会計基準」

（企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下、「事業分離等会計基準」という。）等を、第１四半期連結会計期間から適用し、支配が

継続している場合の子会社に対する当行の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年

度の費用として計上する方法に変更しております。また、第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会

計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半期連結財務諸表に反映させる方法に変更い

たします。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更

を反映させるため、前第３四半期連結累計期間及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行ってお

ります。

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58-2項（4）、連結会計基準第44-5項（4）及び事業分離等会計基準第57-4

項（4）に定める経過的な取扱いに従っており、第１四半期連結会計期間の期首時点から将来にわたって適用しております。

なお、当第３四半期連結累計期間において、四半期連結財務諸表に与える影響額はありません。

 
(四半期連結貸借対照表関係)

　

※１　貸出金のうち、リスク管理債権は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)

当第３四半期連結会計期間

(平成27年12月31日)

破綻先債権額 1,278百万円 948百万円

延滞債権額 87,175百万円 81,359百万円

３ヵ月以上延滞債権額 479百万円 683百万円

貸出条件緩和債権額 26,353百万円 27,677百万円

合計額 115,287百万円 110,668百万円
 

なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

　

※２　当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件につ

いて違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は次のとおりで

あります。

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)

当第３四半期連結会計期間

(平成27年12月31日)

融資未実行残高 1,605,200百万円 1,598,965百万円

　うち原契約期間が１年以内のもの

(又は任意の時期に無条件で取消可能な

もの)

879,018百万円 891,057百万円

 

なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必ずしも当行及び連結子会社の

将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の

事由があるときは、当行及び連結子会社が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられ

ております。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている行内(社内)

手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。

　

※３ 「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）による社債に対する保証債務の額

前連結会計年度

(平成27年３月31日)

当第３四半期連結会計期間

(平成27年12月31日)

22,338百万円 25,595百万円
 

　

(四半期連結損益計算書関係)

 
※１　その他経常収益には、次のものを含んでおります。

 
 
 

前第３四半期連結累計期間

(自 平成26年４月１日

至 平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間

(自 平成27年４月１日

至 平成27年12月31日)

株式等売却益 3,273百万円 5,241百万円

償却債権取立益 1,996百万円 1,556百万円
 

　

※２　その他経常費用には、次のものを含んでおります。

 
 
 

前第３四半期連結累計期間

(自 平成26年４月１日

至 平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間

(自 平成27年４月１日

至 平成27年12月31日)

貸出金償却 2,699百万円 3,300百万円

貸倒引当金繰入額 1,314百万円 2,504百万円

株式等売却損 384百万円 711百万円
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

 
当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期連結累計期間に係る減価償

却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）及び負ののれんの償却額は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間

(自 平成26年４月１日

至 平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間

(自 平成27年４月１日

至 平成27年12月31日)

減価償却費 4,243百万円 4,574百万円

負ののれん償却額 118百万円 118百万円
 

　

(株主資本等関係)

　

　前第３四半期連結累計期間（自 平成26年４月１日　至 平成26年12月31日）

　

１．配当金支払額

(決議) 株式の種類
配当金の総額

(百万円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月26日

定時株主総会
普通株式 3,356 4.5 平成26年３月31日 平成26年６月27日 利益剰余金

平成26年11月７日

取締役会
普通株式 3,266 4.5 平成26年９月30日 平成26年12月２日 利益剰余金

 

　

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日後となるもの

　　　該当事項はありません。

　

　当第３四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日　至 平成27年12月31日）

　

１．配当金支払額

(決議) 株式の種類
配当金の総額

(百万円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月25日

定時株主総会
普通株式 3,975 5.5 平成27年３月31日 平成27年６月26日 利益剰余金

平成27年11月９日

取締役会
普通株式 4,337 6.0 平成27年９月30日 平成27年12月２日 利益剰余金

 

　

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日後となるもの

　　　該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

 
【セグメント情報】

 
前第３四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日)

　１．報告セグメントごとの経常収益及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

 報告セグメント

その他 合計 調整額

四半期連結

損益計算書

計上額
銀行業務

リース

業務
計

経常収益        

　外部顧客に対する経常収益 99,933 13,370 113,304 4,594 117,898 － 117,898

　セグメント間の内部経常収益 1,376 373 1,750 3,809 5,559 △ 5,559 －

計 101,310 13,744 115,054 8,404 123,458 △ 5,559 117,898

セグメント利益 31,225 656 31,882 2,691 34,573 415 34,989
 

(注)１　一般企業の売上高に代えて、それぞれ経常収益を記載しております。

２ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、保証業務、銀行事務代行業務及び証券業務を含んでおり

ます。

３　セグメント利益の調整額415百万円には、セグメント間取引消去△129百万円、負ののれん償却額118百万円及びリース資産に係る減価

償却の補正額426百万円が含まれております。

４　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。

　

　２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　（固定資産に係る重要な減損損失）

　　　該当ありません。

　

　（のれんの金額の重要な変動）

　　　該当ありません。

　

　（重要な負ののれん発生益）

「その他」において、1,335百万円の負ののれん発生益を計上しております。これは、連結子会社持分比率引上げによるものであります

が、特別利益に区分されるため、上表には含めておりません。

　

当第３四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年12月31日)

　１．報告セグメントごとの経常収益及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

 報告セグメント

その他 合計 調整額

四半期連結

損益計算書

計上額
銀行業務

リース

業務
計

経常収益        

　外部顧客に対する経常収益 101,088 14,508 115,596 5,015 120,612 － 120,612

　セグメント間の内部経常収益 1,331 345 1,676 3,661 5,338 △5,338 －

計 102,420 14,853 117,273 8,677 125,951 △5,338 120,612

セグメント利益 32,737 533 33,270 2,432 35,703 356 36,060
 

(注)１　一般企業の売上高に代えて、それぞれ経常収益を記載しております。

２ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、保証業務、銀行事務代行業務及び証券業務を含んでおり

ます。

３　セグメント利益の調整額356百万円には、セグメント間取引消去△75百万円、負ののれん償却額118百万円及びリース資産に係る減価

償却の補正額311百万円が含まれております。

４　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　（固定資産に係る重要な減損損失）

　　　該当ありません。

　

　（のれんの金額の重要な変動）

　　　該当ありません。

　

　（重要な負ののれん発生益）

該当ありません。　
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(有価証券関係)

※四半期連結貸借対照表の「有価証券」のほか、「買入金銭債権」中の信託受益権を含めて記載しております。

　

１．満期保有目的の債券

前連結会計年度（平成27年３月31日）

　 連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

債券 39,539 39,760 220

国債 12,501 12,501 0

　地方債 199 200 0

　社債 26,838 27,058 219

その他 ― ― ―

　外国債券 ― ― ―

　その他 ― ― ―

合計 39,539 39,760 220
 

　

当第３四半期連結会計期間(平成27年12月31日)

 
四半期連結貸借対照表

計上額(百万円)
時価(百万円) 差額(百万円)

債券 33,347 33,637 289

国債 3,001 3,007 6

地方債 249 250 0

社債 30,095 30,378 282

その他 ― ― ―

外国債券 ― ― ―

その他 ― ― ―

合計 33,347 33,637 289
 

　

２．その他有価証券

前連結会計年度（平成27年３月31日）

　
取得原価(百万円)

連結貸借対照表計上額

（百万円）
差額（百万円）

株式 126,859 271,851 144,992

債券 1,757,793 1,794,401 36,607

　国債 1,156,353 1,180,504 24,150

　地方債 202,418 205,255 2,837

　社債 399,021 408,641 9,619

その他 584,398 635,694 51,295

　外国債券 388,277 395,937 7,660

　その他 196,120 239,756 43,635

合計 2,469,050 2,701,946 232,896
 

　

当第３四半期連結会計期間(平成27年12月31日)

 取得原価(百万円)
四半期連結貸借対照表

計上額(百万円)
差額(百万円)

株式 124,535 268,238 143,702

債券 1,733,063 1,770,305 37,242

国債 1,110,928 1,135,100 24,171

地方債 206,377 209,221 2,843

社債 415,756 425,983 10,227

その他 694,152 732,024 37,871

外国債券 468,002 469,934 1,931

その他 226,150 262,090 35,940

合計 2,551,751 2,770,568 218,816
 

 (注)　その他有価証券のうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価が取得原価まで回復する見込みがあると

認められないものについては、当該時価をもって四半期連結貸借対照表計上額（連結貸借対照表計上額）とするとともに、評価差額を

当第３四半期連結累計期間（連結会計年度）の損失として処理（以下、「減損処理」という。）することとしております。

前連結会計年度及び当第３四半期連結累計期間における減損処理はありません。

また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、「金融商品会計に関する実務指針」（日本公認会計士協会会計制度委員

会報告第14号）の趣旨に基づき、当第３四半期連結会計期間末（連結会計年度末）における時価が取得原価に比べ30％以上下落した場

合等としております。
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(デリバティブ取引関係)

　

(1) 金利関連取引

前連結会計年度(平成27年３月31日)

区分 種類 契約額等(百万円) 時価(百万円) 評価損益(百万円)

金融商品

取引所

金利先物 ― ― ―

金利オプション ― ― ―

店頭

金利先渡契約 ― ― ―

金利スワップ 344,229 573 573

金利オプション ― ― ―

キャップ 220 △0 1

スワップション 103,646 △0 143

その他 ― ― ―

合　計 ――― 573 718
 

（注）上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。

　なお、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第

24号　平成14年２月13日）等に基づきヘッジ会計を適用しているデリバティブ取引は、上記記載から除いております。

　

当第３四半期連結会計期間(平成27年12月31日)

区分 種類 契約額等(百万円) 時価(百万円) 評価損益(百万円)

金融商品

取引所

金利先物 ― ― ―

金利オプション ― ― ―

店頭

金利先渡契約 ― ― ―

金利スワップ 332,986 929 929

金利オプション ― ― ―

キャップ 130 △0 1

スワップション 87,380 △0 108

その他 ― ― ―

合　計 ――― 928 1,039
 

（注）上記取引については時価評価を行い、評価損益を四半期連結損益計算書に計上しております。

　なお、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第

24号　平成14年２月13日）等に基づきヘッジ会計を適用しているデリバティブ取引は、上記記載から除いております。

　

(2) 通貨関連取引

前連結会計年度(平成27年３月31日)

区分 種類 契約額等(百万円) 時価(百万円) 評価損益(百万円)

金融商品

取引所

通貨先物 ― ― ―

通貨オプション ― ― ―

店頭

通貨スワップ 183,694 83 83

為替予約 10,610 △68 △68

通貨オプション 46,288 1 139

その他 ― ― ―

合　計 ――― 16 155
 

（注）上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。

なお、「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」(日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第

25号　平成14年７月29日)等に基づきヘッジ会計を適用している通貨スワップ取引等については、上記記載から除いております。

　

当第３四半期連結会計期間(平成27年12月31日)

区分 種類 契約額等(百万円) 時価(百万円) 評価損益(百万円)

金融商品

取引所

通貨先物 ― ― ―

通貨オプション ― ― ―

店頭

通貨スワップ 140,999 63 63

為替予約 20,200 42 42

通貨オプション 73,249 1 307

その他 ― ― ―

合　計 ――― 107 413
 

（注）上記取引については時価評価を行い、評価損益を四半期連結損益計算書に計上しております。

なお、「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」(日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第

25号　平成14年７月29日)等に基づきヘッジ会計を適用している通貨スワップ取引等については、上記記載から除いております。

　

(3) 株式関連取引

前連結会計年度(平成27年３月31日)

該当ありません。

　

当第３四半期連結会計期間(平成27年12月31日)

該当ありません。
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(4) 債券関連取引

前連結会計年度(平成27年３月31日)

該当ありません。

 
当第３四半期連結会計期間(平成27年12月31日)

区分 種類 契約額等(百万円) 時価(百万円) 評価損益(百万円)

金融商品

取引所

債券先物 5,213 △2 △2

債券先物オプション ― ― ―

店頭
債券店頭オプション ― ― ―

その他 ― ― ―

合　計 ――― △2 △2
 

（注）上記取引については時価評価を行い、評価損益を四半期連結損益計算書に計上しております。

なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、上記記載から除いております。

　

(5) 商品関連取引

前連結会計年度(平成27年３月31日)

該当ありません。

　

当第３四半期連結会計期間(平成27年12月31日)

該当ありません。

　

(6) クレジット・デリバティブ取引

前連結会計年度(平成27年３月31日)

該当ありません。

　

当第３四半期連結会計期間(平成27年12月31日)

該当ありません。

　

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、次のとおりでありま

す。

  前第３四半期連結累計期間

（自 平成26年４月１日

　　至 平成26年12月31日）

当第３四半期連結累計期間

（自 平成27年４月１日

　　至 平成27年12月31日）

(1)１株当たり四半期純利益金額 円 33.32 33.94

（算定上の基礎）    
親会社株主に帰属する四半期純利益 百万円 24,246 24,535

普通株主に帰属しない金額 百万円 ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純利益

百万円
24,246 24,535

普通株式の期中平均株式数 千株 727,505 722,838

(2)潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 円 33.31 33.93

（算定上の基礎）    
親会社株主に帰属する四半期純利益調整額 百万円 ― ―

普通株式増加数 千株 318 291

うち新株予約権 千株 318 291

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜

在株式で、前連結会計年度末から重要な変動が

あったものの概要

 2019年満期ユーロ米ドル建取得条

項付転換社債型新株予約権付社債

（額面総額３億米ドル、新株予約

権の数3,000個）。

―――――――

 

　

(重要な後発事象)

　該当事項はありません。
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２ 【その他】
中間配当

平成27年11月９日開催の取締役会において、第125期の中間配当につき次のとおり決議しました。

中間配当金額 4,337百万円

１株当たりの中間配当金 ６円
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】
　

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成２８年２月５日

株式会社常陽銀行

取締役会　御中

 

新日本有限責任監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　麻　　生　　和　　孝　　㊞

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　山　　内　　正　　彦　　㊞

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　小 　松 　﨑　　　謙　　㊞

 

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社常

陽銀行の平成２７年４月１日から平成２８年３月３１日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成２７年１０

月１日から平成２７年１２月３１日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成２７年４月１日から平成２７年１２月３１

日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計

算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社常陽銀行及び連結子会社の平成２７年１２月３１日現在

の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が

すべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 
（注）１. 上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当行（四半

期報告書提出会社）が別途保管しております。
２. XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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